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① インプット 2016年度 2017年度 2018年度単位

原材料・資材投入量 総量 18,282 18,932 18,266千ｔ

エネルギー使用量 総量 41,338 42,921 41,563ＴＪ

内訳 1,002 1,024 1,016ＧＷｈ電力

燃料（原油換算） 817 853 820千ＫＬ

内訳 2,457 2,490 2,454千ｔ廃棄物

984 1,093 1,170千ｔ副産物

14,757 15,258 14,565千ｔ天然資源

83 91 77千ｔ加工品・部品

水使用量 総量 417,765 430,139 420,942千㎥

淡水投入量 12,870 14,771 14,369千㎥

内訳 上水 1,458 1,497 1,353千㎥

工業用水 4,156 4,244 4,381千㎥

地下水 2,273 2,883 2,895千㎥

その他淡水 4,984 6,147 5,740千㎥

海水投入量 404,895 415,368 406,573千㎥

18.8 18.9 19.8％リサイクル原料利用率

② アウトプット 2016年度 2017年度 2018年度単位

温室効果ガス排出量 総排出量（CO₂換算） 7,795 8,098 7,933千ｔ

排水量 総量 413,977 426,107 417,554千㎥

排水量（海域への排出を除く） 7,087 7,798 8,060千㎥

河川・湖沼内訳 6,843 7,577 7,837千㎥

内訳 3,393 3,517 3,375千ｔエネルギー起源

3,983 4,143 4,073千ｔプロセス由来

396 418 468千ｔ廃棄物由来

22 20 17千ｔその他

大気への排出量

下水 187 167 169千㎥

その他 57 54 54千㎥

海域

SOx

NOx

ばいじん

406,890 418,309 409,493千㎥

708 1,046 813ｔ

10,859 11,771 10,932ｔ

220 219 229ｔ

ＢＯＤ水域への排出量 16 47 32ｔ

総量産業廃棄物排出量 12,368 12,577 13,816ｔ

内訳 再資源化へ
7,507

1,383 1,329ｔ

6,073 6,399ｔ

最終処分へ
4,861

343 533ｔ

有害

非有害

有害

非有害 4,778 5,555ｔ

ＣＯＤ 24 29 25ｔ

窒素 178 112 148ｔ

排出量 大気化学物質の排出量 27 18 28ｔ

移動量 下水道へ - - -ｔ

廃棄物へ 150 47 33ｔ

公共用水域 29 41 36ｔ

土壌 0 0 0ｔ

埋立 0 0 0ｔ

リン 0 0 0ｔ

E 環境 数値はすべて単体

（2019年3月末現在）



2016年度 2017年度 2018年度

人事

従業員数（単体） ４,５８０ ４,６６４ ４,８０７人

平均残業時間 １８.３ １８.８ 20.7時間

有給休暇取得率

障がい者雇用率

８２.４ ７９.３ ８５.１％

２.２７ 2.34 ２.３２％

２４,８５９ ２６,９５９ ２８,４２６人従業員数（連結）

７３.３ ７３.８ ７４.１％団体交渉権を持つ従業員の割合

１７７ １９５ １９４人新卒採用者数

４１.１ ４１.７ ４１.２歳平均年齢

女性管理職比率 １.３７ １.４７ 1.57％

産前産後休業取得者数 ２０ １４ １８人

育児休業取得者数 ４０ ３６ ３８人

出産・育児休暇後の復職率 １００ １００ １００％

介護休業取得者数 ４ 3 ５人

離職率 ４.０ ３.６ ４.０％

教育・研修受講者数※1 ２０,０８０ ２０,７５８ ２０,６２６人

労働災害度数率 ０.１８ ０.０９ ０.２６度数率

労働災害発生件数 ２６ ２２ ２３件

社会貢献活動支出額（政治献金含まず）

教育

安全

社会貢献 ２７６ ３５２ ３４４百万円

１７.５ １７.５ １７.２年平均勤続年数

2016年度 2017年度 2018年度

コーポレート
ガバナンス

取締役数 9 9 11人

3 3 6人社外取締役数

1 1 1人女性取締役数

１１.１ １１.１ 9.１％取締役の女性比率

４３１ ４５５ ４１３百万円取締役報酬(総額）

３８ 41 61件内部通報窓口への相談件数※2コンプライアンス

③ 環境保全支出額 2016年度 2017年度 2018年度単位

投資額 事業エリア内コスト 3,078 3,531 1,541百万円

研究開発コスト 214 27 4百万円

社会活動コスト 0 0 0百万円

環境損傷コスト 0 0 9百万円

1,373 1,139 867百万円公害防止コスト

1,065 1,455 457百万円地球環境保全コスト

640 937 217百万円資源循環コスト

0 0 0百万円上・下流コスト

108 63 142百万円管理活動コスト

費用額 事業エリア内コスト 4,100 4,433 5,763百万円

研究開発コスト 91 12 28百万円

社会活動コスト 10 14 11百万円

環境損傷コスト 260 151 101百万円

1,555 2,802 2,608百万円公害防止コスト

1,105 187 250百万円地球環境保全コスト

1,440 1,444 2,905百万円資源循環コスト

0 0 0百万円上・下流コスト

311 333 295百万円管理活動コスト

S 社会

G ガバナンス

注１）「産業廃棄物排出量」は廃棄物処理法に基づく報告値　　注２）「化学物質の排出量」はPRTR制度に基づく報告値

※1 教育・研修受講者数対象グループ会社数は、2016年と2017年は６９社、2018年は70社

数値は特記のないかぎり単体

単位

単位

数値は特記のないかぎり単体

※2 単体およびグループ会社（70社、非連結子会社を含む）


